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「SAGAネットゼロ・コンソーシアム」とは佐賀県内の産・官・金が連携し、県内中小企業の脱炭素経営を支援する組織です。

参加費
無料

(佐賀県地球温暖化防止活動推進センター)

　　脱炭素経営を始めて、脱炭素経営を始めて、選ばれる企業選ばれる企業へ！へ！

近年、気候危機を背景に、企業には温室効果ガス排出量の算定、削減、そして取組内容の
対外的な発信が強く求められるようになっています。「脱炭素経営」は、もはや選択肢で
はなく、事業の継続と成長のカギとなる重要な取り組みです。
本セミナーは、脱炭素経営の進め方「4つのステップ」のうち、【STEP①知る】にあたる
導入編です。脱炭素経営の一歩を踏み出す機会として、ぜひご参加ください。

参加申込方法

令和７年5 30月 日 13:30～15:30

◆基調講演◆ 「選ばれる企業になるために、いま始める脱炭素経営」

（受付開始13:00）

佐賀県脱炭素経営セミナー佐賀県脱炭素経営セミナー

講師：一般社団法人 バーチュデザイン　代表理事　吉高 まり 氏
脱炭素経営が求められる社会的背景やその意義、企業が取り組むべき方向性をわかりやすく解説します。また、温室効果ガス排出量の算定・削減に向けた基本的な考え方や、情報発信の事例も紹介します。

・佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ事業・脱炭素経営に活用できる補助金・施策の最新情報・「SAGAネットゼロ・コンソーシアム」の紹介

◆情報提供◆ 「脱炭素経営をサポートする支援制度」

プログラム

佐賀県内の中小企業
アバンセ 4階 第１研修室（佐賀市天神三丁目2-11)

佐賀県
SAGAネットゼロ・コンソーシアム

Webフォームにて必要事項を入力のうえ、お申し込みください。
申込期限5月29日（木）※オンライン同時開催（zoomウェビナー）

 産業グリーン化推進グループ

（金）

〒849-0932 佐賀市鍋島町大字八戸溝1307-10TEL：0952-37-9192/FAX：0952-37-9445/ E-mail：info@ondanka-boushi.net
特定非営利活動法人 温暖化防止ネット

オンライン参加者には、開催前に参加用URLをお送りします。

令和7年度第1回

https://saganetzero.com/seminar/

詳しくは裏面をご覧ください

本セミナーは佐賀県 産業グリーン化推進グループ（TEL：0952-25-7380）が特定非営利活動法人 温暖化防止ネットに企画・運営を委託しています。
© 2025 Saga Prefecture.



脱炭素経営 実践プログラム 

rr  

佐賀県では、「脱炭素経営の4つのステップ」に沿ったセミナー・ワークショップを開催し、段階的な理解と実践を支援します。

会 場 ア ク セ ス

講  師  紹  介

吉高 まり 氏

IT企業、米国投資銀行勤務、カーボンクレジットビジネスなど環境金融コンサルティング業務に長年従事。米国ミシガン大学環境・サステナビリティ大学院科学修士。慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科博士。機関投資家、政府省庁、事業会社、自治体、金融機関等にサステナビリティビジネス及びESG投資の領域について調査・アドバイス。地域のサステナビリティ経済の可視化研究。東京都参与、金融庁サステナブルファイナンス有識者会議メンバー、GX推進機構運営委員、サステナブル関連の政府委員多数。東京大学教養学部客員教授、慶應義塾大学特別招聘教授。

アバンセ
(佐賀県立男女共同参画センター·佐賀県立生涯学習センター)
住所：佐賀市天神三丁目2-11
・JR佐賀駅から徒歩10分・佐賀市営バス　「どん3の森バス停」から徒歩3分・駐車場あり

(どんどんどんの森内)

令和７年７月頃 令和８年１月頃令和７年９月頃令和７年５月本セミナー

第1回セミナー 第1回ワークショップ 第2回ワークショップ 第2回セミナー

令和7年度

近年、企業には温室効果ガス排出量の算定・削減・情報開示が強く求められるようになっています。特に、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）が策定した「サステナビリティ開示基準」の適用が、2027年から企業の規模に応じて段階的に義務化される予定です。この基準では、自社の事業活動だけでなく、取引先などを含むサプライチェーン全体にわたる温室効果ガス排出量の算定と開示も求められています。そのため、大手企業と取引のある中小企業においても、脱炭素への対応は急務となっており、今後は、排出量の算定と削減、さらに情報開示への対応がますます重要となります。

【SSBJサステナビリティ開示の対象と適用時期】
‣ 2027年3月期：時価総額3兆円以上の企業
‣ 2028年3月期：時価総額1兆円以上の企業
‣ 2029年3月期：時価総額5,000億円以上の企業
‣ 将来的には、東証プライム市場上場企業全体へ    拡大される見込み 

なぜ今、脱炭素経営が求められるのか？

出典：金融庁 第１回 金融審議会 サステナビリティ情報の　　　保証に関する専門グループ 事務局説明資料　　　（2025年2月12日）

脱炭素経営を取り巻く背景や全体像を「知る」 温室効果ガス排出量の「測り方」を習得する 温室効果ガス排出量の「減らし方」を計画する
取り組みの「発信」を通じた企業価値向上の事例から学ぶ 


